
都市整備部

公募型プロポーザル方式説明書（基本検討業務）
公募型プロポーザル方式参加者は、この「都市整備部公募型プロポーザル方式説明書（基本検討業務）」（以下「説明書」という。）のほか、「公募型プロポーザル方式応募要項」（以下「応募要項」という。）、「一級河川安治川（旧淀川）外津波対策施設等基本検討委託　公募型プロポーザル方式の概要」、「一級河川安治川（旧淀川）外津波対策施設等基本検討委託特記仕様書」（以下「特記仕様書」という。）及び「業務委託契約書」等の内容を熟知のうえ、参加すること。
１　プロポーザルの手続き等【一般事項】
(1) 　関係書類の掲載･交付、質問に対する回答及び審査結果の公表等は、下記のホームページで行う。
	「大阪府都市整備部西大阪治水事務所ホームページ」
（ http://www.pref.osaka.lg.jp/nishiosaka/contract/index.html ）


(2)　 質問の受付、審査結果の通知は、原則、電子メールで行う。（審査結果の通知を参照）
	電子メールの送信先は、応募要項「６　担当事務所」。


(3)　 一次選定及び二次選定に係る審査は、「一級河川安治川（旧淀川）外津波対策施設等基本検討委託に係る公募型プロポーザル方式等事業者選定委員会」が行う。
２　参加資格
　参加表明書及び技術提案書の提出者は、応募要項「３　参加資格」に記載する要件のほか、次に掲げる条件を満たしていること。ただし、実施体制上での協力事務所については(2)及び(3)の条件を満たしていること。
(1)　大阪府測量・建設コンサルタント等競争入札参加資格登録名簿に登載されている者であること。
(2)　公募型プロポーザル方式による事業者選定手続き開始の公示の日（以下「公示の日」という。）から技術提案書及び価格提案書（以下「提案書」という。）の提出の日までの期間において、次のいずれにも該当しない者であること。
ア　大阪府入札参加停止要綱に基づく入札参加停止措置を受けている者又は同要綱別表各号に掲げる措置要件に該当すると認められる者
イ　大阪府公共工事等に関する暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外措置を受けている者又は同要綱別表各号に掲げる措置要件に該当すると認められる者
ウ　府を当事者の一方とする契約（府以外の者のする工事の完成若しくは作業その他の役務の給付又は物件の納入に対し府が対価の支払をすべきものに限る。）に関し、入札談合等（入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員による入札等の公正を害すべき行為の処罰に関する法律（平成14 年法律第101 号）第２条第４項に規定する入札談合等をいう。）を行ったことにより損害賠償の請求を受けている者。
(3)　民事再生法（平成11年法律第225号）第21条第１項又は第２項の規定による再生手続開始の申立てをしている者又は申立てをなされている者（同法第33条第１項の再生手続開始の決定を受けた者を除く。）、会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第１項又は第２項の規定による更生手続開始の申立てをしている者又は申立てをなされている者（同法第41条第１項の更生手続開始の決定を受けた者を除く。）、金融機関から取引の停止を受けた者その他の経営状態が著しく不健全であると認められる者でないこと。
３　応募要項等に関する質問・回答
(1)　質問の受付
質問書（様式１０号）を用いて、応募要項に記載された質問期間内に担当事務所まで電子メールで提出すること。
※　質問の内容は、応募要項、一次選定提出書類作成及び記載上の留意事項、二次選定提案書作成要領及び様式に関するもののみとし、その他の内容については一切受け付けない。
(2)　質問の回答
　　　質問受付期間内に受け付けた質問に関する回答は、応募要項に記載された質問回答日に一括してホームページに掲載する。
４　一次選定
(1) 参加表明書等の提出

1 作成
参加表明書及び実施体制書（以下「参加表明書等」という。）は、応募要項、「一級河川安治川（旧淀川）外津波対策施設等基本検討委託（審査基準）」（以下「審査基準」という。）、「一次選定提出書類作成及び記載上の留意事項」及びその他交付書類に示す条件に基づき作成すること。
2 提出
応募要項に記載された受付場所まで１部持参することとし、郵送等による提出は認めない。なお、提出時に電子データを電子媒体（ＣＤ－Ｒ）で併せて提出すること。
(2)　審 査
本公募型プロポーザルに参加を希望する者（参加資格を有する者に限る。）から参加表明書等を受け付ける。うち実施体制書について応募要項「５　提案書の審査基準」に基づき審査し、実施体制評価の評価点の高い者から上位３位（参加表明者が１者以上３者以内の場合は、全ての参加表明者）を選定する。なお、配置技術者の評価が１０点に満たない場合は、二次選定のヒアリング対象者に選定しない。
一次選定の詳細については、応募要項「４　最優秀提案者の特定方法等(2)一次選定方法」による。
(3)　審査結果の通知
　　審査の結果については、一次選定の上位３位に対して「選定通知書」によりその旨を、また選定されなかった者に対しては、その理由を付して「非選定通知書」により通知するものとする。なお、選定された上位３位については、担当事務所より電話による着信確認も併せて行う。
(4)　辞退
　　　「一次選定の上位３位」で提案書の提出を辞退する者は、応募要項に記載された期限までに書面（様式自由。用紙はＡ４版とする）により担当事務所まで申し出なければならない。
(5)　選定者の繰上げ
辞退の申し出があった場合は、評価順位の次順位の者を３者になるまで繰り上げ、提案書の提出を求めるものとする。なお、辞退等により「提案書の提出者」が２者以下となる場合でも提案書の提出を求めるものとする。
５　二次選定
　(1)　提案書の提出
　　①　作成
　　　　提案書の作成に当たっては、応募要項、二次選定提案書作成要領、審査基準及びその他交付書類に示す条件に基づき作成すること。
②　提出
　　　　　提案書（正1部＋写し５部【ただし正が着色されている場合は、カラーコピーすること。】）は、応募　　　　要項に記載された受付期間に受付場所まで持参すること。なお、郵送等による提出は認めない。なお、提出時に電子データを電子媒体（ＣＤ－Ｒ）で併せて提出すること。
(2)　ヒアリングの実施
　　　　提案書の内容を総合的に評価するため、管理技術者、土木担当技術者、建築担当技術者、機械担当技術者、電気担当技術者の５名とし、管理技術者の代理は認めない。※担当技術者が欠席する場合は同等の資格を有するものが出席すること。
　　　　また、提出した提案書及び提案書補足資料の説明にあたっては、Microsoft PowerPoint（プロジェクター使用(映像入力端子：ミニD-sub15pin)）により行うこと。
但し、ヒアリング時の説明資料として使用するMicrosoft PowerPointと、提出した提案書及び提案書補足資料に記載の内容とが異なる場合は、「最優秀提案者」に特定しない。
　(3)　審 査
　「一次選定の上位３位」から提出された提案書を、応募要項「５ 提案書の審査基準」に基づき審査のうえ、総合評価点が最も高い提案者を「最優秀提案者」に特定する。
なお、技術提案書の評価点が５０点の配点中、２５点未満の者は「最優秀提案者」に特定しない。
また、求める提案のうち、１項目でも提案書を提出しない者は「最優秀提案者」に特定しない。

二次選定の詳細については、応募要項「４ 最優秀提案者の特定方法等(4)二次選定方法」による。

６　審査結果の通知
上記で特定された者に対して「特定通知書」によりその旨を、また特定されなかった者に対しては、特定をしなかった理由を付して「非特定通知書」により通知する。ただし、総合評価点の次点者（技術提案書及びヒアリング評価点が５０点の配点中、２５点以上の配点がある場合、かつ、求める提案のすべてを提出した場合に限る。）にはその旨を付して、電子メールにて通知するものとする。なお、最優秀提案者及び次点者については、電子メールでの通知と合わせ、担当事務所より電話による着信確認も行う。
７　審査結果の公表
提出された提案書の審査結果については、最優秀提案者名と提案書の提出者全員の総合評価点（提出者名を伏せたもの）をそれぞれホームページに公表する。
８　契約交渉の相手方
特定した最優秀提案者を本業務委託の契約交渉の相手方として確定する。ただし、最優秀提案者が辞退、その他の理由で契約締結に至らなかった場合は、総合評価点の次点者を契約交渉の相手方とする。
９　公募型プロポーザルの取り止め
(1) 参加表明書等の提出者がない場合及び提案書の提出者がない場合は、本公募型プロポーザルを取り止める。
(2)　上記(1)の理由によるほか、本公募型プロポーザルを取り止める場合は、参加者に通知するとともに、その旨をホームページで公示する。
10　失　格
(1)　次のいずれか一つに該当する場合は、当該プロポーザル参加者は失格とする。
ア　参加表明書を提出した者で、参加表明書提出日から委託契約締結日までの間に大阪府の入札参加停止措置を受けた場合
イ　審査の公平性に影響のある行為があったと認められる場合
ウ　提出した参加表明書、提案書及び資料等の記載内容に虚偽の内容が認められた場合及び、事実と異なることが判明した場合
エ　提出した提案書に記載する金額が本府の示す委託費を上回った場合
(2)　次のいずれか一つに該当する場合は、当該プロポーザル参加者を失格とする場合がある。
ア　提出方法、提出先に適合しないもの
イ　指定する作成様式及び記載上の留意事項に示された条件に適合しないもの
ウ　記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの
エ　許容された表現方法以外の表現方法が用いられているもの
11　契約の締結
(1) 契約に関する事項は、担当事務所に対する「業務委託契約書」による。

  (2) 大阪府は、契約締結までに、契約の相手方が次のア及びイに該当したときは契約をせず、ウ又はエに該当したときは契約をしないことがある。

ア 大阪府公共工事等に関する暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外措置を受けている者又は同要綱別表各号に掲げる措置要件に該当すると認められるとき。
イ 大阪府暴力団排除条例第11 条第２項に規定する暴力団員又は暴力団密接関係者でない旨の誓約書を提出しないとき。（ただし、契約金額が500 万円未満の場合は提出不要）
ウ 大阪府入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けている者又は同要綱別表各号に掲げる措置要件に該当すると認められるとき。
エ 府を当事者の一方とする契約（府以外の者のする工事の完成若しくは作業その他の役務の給付又は物件の納入に対し府が対価の支払をすべきものに限る。）に関し、入札談合等（入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員による入札等の公正を害すべき行為の処罰に関する法律（平成14 年法律第101 号）第２条第４項に規定する入札談合等をいう。）を行ったことにより損害賠償の請求を受けているとき。
12　その他
(1)　参加表明書及び提案書の作成及び提出に要する費用は、全て提出者の負担とする。
(2)　参加表明書及び提案書の記載内容に虚偽の内容が認められた場合及び、事実と異なることが判明した場合には、申請者に対して入札参加停止措置を行うことがある。
(3)　受注資格の喪失
本件業務を受注した建設コンサルタント（協力を受ける他の建設コンサルタントを含む。)が、製造業及び建設業と資本等において関連があると認められる場合は、当該製造業及び建設業の企業は、本件業務に係る工事の入札に参加し、又は当該工事を請負うことができない。
(4)　参加表明書及び提案書の取り扱い
ア　提出された書類は、選定又は特定作業を行う必要な範囲において、複写する。
イ　提出期限以降における参加表明書及び提案書の差し替え及び再提出は、認めない。
ウ　参加表明書及び提案書は、返却しない。
エ　提出された提案書は、審査及び大阪府入札監視委員会などへの選定に係る報告等の目的以外には提出者に無断で使用しない。
オ　特定された提案書のうち、本施設への提案書（様式６号）については、特定されなかった提案書の提出者から要求があった場合、閲覧に供する。

カ　特定された提案書の内容については、当該業務の特記仕様書に反映するものとする。

キ　提案書の特定後に、提案内容を反映した特記仕様書の作成のために、業務の具体的な実施方法について提案を求めることがある。
(5)　雇用確認
 「６ 審査結果の通知」を受けた者は、通知後速やかに技術提案書に記載された管理技術者、各担当技術者の参加表明書提出日における直接的な雇用関係が確認できる以下のいずれかの写しを提出しなければならない。
①　健康保険被保険者証、②　源泉徴収票、③　住民税特別徴収税額の通知書等、
④　登記事項説明書の役員名簿欄（監査役は除く。）
⑤　雇用保険被保険者証・資格取得等確認通知書
(6)　本業務委託における管理技術者、各担当技術者は、実施体制書に記載された者から、原則として変更できない。ただし、やむをえないと大阪府が認める場合であって、同等以上の能力を有している技術者であると確認できた場合はこの限りでない。
(7)　本業務委託の契約交渉の相手方として特定された者が、見積もり合わせの見積書に記載する金額を二次選定時に提出した価格提案書の金額を超えて記載することはできない。

(8) 応募にあたっては、「大阪府公募型プロポーザル方式実施基準」、応募要項、審査基準、及び特記仕様書等を熟読し、遵守することとする。
都市整備部　公募型プロポーザル方式の手続きフロー
	公　　示

書類交付
	〈都市整備部西大阪治水事務所のホームページ〉

公募型プロポーザルの手続きや業務内容について掲載

応募要項等について、ダウンロード可能



	質問受付
	応募要項等対する質問の受付（メール）



	質問回答
	応募要項等対する質問回答をホームページに掲載



	参加表明書等の提出
	参加表明書及び実施体制書の提出



	【一次選定】

審査結果の通知
	・提案書提出者上位3位の選定

・「選定通知書」及び「非選定通知書」の送付



	提案書の提出

及びヒアリングの実施
	・提案書の受付

・ヒアリングの実施



	【二次選定】

審査結果の通知
	・総合評価点の最も高い者の特定（１者）

・「特定通知書」及び「非特定通知書」の送付



	技術者の雇用確認



	見積り合わせ
	最優秀提案者と見積り合わせ



	契約締結


PAGE  
①

